
令和元年６月２８日（金）動物医薬品検査所第1会議室
下山　慶太（公認会計士）小松　正道（弁護士）
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（詳細に記述すること。） （詳細に記述すること。）

・ 特段意見なし

※

※

事務局：　　　　　　　　　

(注2)公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公
益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項
に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。）をいう。

(注1)必要があるときは、各事項を著しく変更することなく、所要の変更を加えることができる。

［これらに対し部局長が講じた措置］

別紙のとおり

委員会による意見の具申又は勧告の内容

意見・質問

別紙のとおり

回答等

委員からの意見・質問、それに対する回答等

冒頭に委員長の選出。委員３名の合議により公認会計士　下山
慶太　氏が委員長に選出。
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　　　　令和元年度第１回動物医薬品検査所入札等監視委員会　審議概要
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業務



別紙

移転時には本体の耐用年数を経過するので、移転を前提と
した契約ではない。

入札情報が事前に漏れてしまうと支障があるので、通常入
札公告開始前は参考見積もりは取らず、入札公告開始後に
入札説明書を取りに来た業者に参考見積もりを依頼してい
る。業者への声かけも特定の業者だけになると公平性に欠
けると考えられるので、業者が納品等で来所した際などの
機会をとらえ、定期的に当所のHPの入札公告を見てほしい
と案内している

この業務はこの会社でないとできないような
ものではなさそうだが、１者だけしか入札が
無かったのは、時期的・期間的なものなの
か。

問題なく入札・契約手続が行われている。
今後も引き続き、今回委員から出た意見につ
いて、入札事務を行う上の参考にしつつ、引
き続き適正な入札・契約手続を行って頂きた
い。

１　動物医薬品検査所地盤調査業務

特殊な機器ではなく、機器の販売者であれば一般的に取り
扱っている機器である。

一般的な機器であれば、他の販売者はなぜ
入ってこなかったのか。

３　窒素発生装置購入業務

４　ダルベッコPBS(-)粉末ほか３６品目購入業務

国土交通省からの強い要請で急遽実施することになったも
の。しかし履行期限が年度末でもあり、どの業者も重機や
人の確保が難しい状況であったことが考えられる。

特殊な機器の購入か。

薬品のみの契約か。

２　自動定温乾燥機ほか４品目購入業務

落札者のみならず他の販売者にも、当所のHPで入札公告等
を定期的に見てもらうよう機会を見て案内はしていたの
で、それに対応できた業者が応札してきたものと理解。

つくば移転による機器移動も前提とした契約
か。

意見･質問 回答等

入札参加業者を増やす手段として、例えば参
考見積もりを取得するタイミングや件数を工
夫してはどうか。

本件は薬品のみ。所内から様々な物品の購入伺いが提出さ
れるので、会計課において機器や薬品などの品目別に発注
業者を振り分けて、入札を行っている。

６　全体を通して（総評）

予定価格の参考見積もりの日付けが入札公告
後となっている。この予算額や、予定価格を
作成するための参考見積もりを取るタイミン
グは、どうなっているか。

本件は昨年も実施している入札であり、予算額については
過去の実績により積算できていたので、参考見積もりは予
定価格の積算用として、入札公告後に入札説明書を取りに
来た業者に参考見積もりを依頼したためである。

電子化は検索しやすくするための業務かと思
うが、原本は紙保存か。

然り。紙媒体は入退室が管理されている保管庫で保存して
おり、量も多いことから、データ化により容易に検索がで
きるようにするものである。

５　平成３０年度申請文書電子ファイル化作業業務


